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【第 217回国会】令和７年３月 11日（火）、第７回の委員会が開かれました。 

 

１ 東日本大震災から 14年を迎えるに当たり、亡くなられた方々に対し、黙祷をささげました。 

 

２ 行政の基本的制度及び運営並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事業並び

に消防に関する件 

・村上総務大臣、本田防衛副大臣、古川総務大臣政務官、金城文部科学大臣政務官及び政府参考人に対

し質疑を行いました。 

（質疑者）小寺裕雄君（自民）、山花郁夫君（立憲）、おおつき紅葉君（立憲）、黒田征樹君（維新）、向

山好一君（国民）、中川康洋君（公明）、辰巳孝太郎君（共産）、山川仁君（れ新） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

小寺裕雄君（自民） 

 

ふるさと納税制度 

ア 制度創設の背景・趣旨・意義 

イ ポータルサイトのポイント付与の規制 

ウ 制度を利用した先進的な取組 

 

山花郁夫君（立憲） 

 

（１） 地方自治における過疎問題 

ア 過疎関係市町村の団体数及び比率 

イ これまでの過疎施策による効果 

ウ 普通交付税の基準財政需要額の算定で、条件不利地域に係る補正をより手厚く行う必要 

エ 地方自治の補完性の原理を踏まえた、地方自治体による行政サービスの在り方 

（２） 「103万円の壁」に係る交付税率の引上げについての総務省の見解 

（３） 住民税の地域間格差（偏在是正）に対する大臣の見解 

 

おおつき紅葉君（立憲） 

 

（１） 自治体業務の民間委託 

ア 必ずしもコスト削減にならないとの指摘 

イ 適さない業務の存在を総務省が理解する必要性 

ウ 地方交付税のトップランナー方式の導入対象業務を見直す必要性 

（２） 水道事業に係る公営企業職員の人手不足 

ア 人員確保及び人材育成のための取組 

イ 分散型システムの位置付け及び導入支援の在り方を見直す必要性 

（３） 緊急自然災害防止対策事業債 

ア 対象となる事業及び活用事例 

イ 期間の延長や恒久化の必要性 

（４） 都道府県と市町村がそれぞれ宿泊税を課すことが二重課税になる可能性 

（５） 森林環境譲与税の更なる譲与基準の見直しの必要性 

 

黒田征樹君（維新） 
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（１） 地方自治法第 99条に基づく意見書の取扱い 

ア 意義及び立法趣旨 

イ 総務省に提出された件数及び取扱い 

ウ 整理にＡＩを活用する必要性 

（２） 国勢調査 

ア 意義・目的、回答率の推移・目標 

イ インターネット回答率の向上に向けた取組 

ウ 持続的な調査体制の構築に向けた見直しの必要性 

（３） ガソリン・軽油に係る暫定税率 

ア 暫定税率が設けられた背景・経緯 

イ 仮に令和７年４月に暫定税率を廃止する場合に考えられる影響 

 

向山好一君（国民） 

 

（１） 令和７年２月に発生した大船渡市の林野火災を踏まえた政府の取組 

ア 大規模火災を防ぐための対策 

イ 避難所の実態と国の支援策 

ウ 地方自治を所管する総務省の立場からの被災者への支援策 

（２） 公立病院の建築単価の上限値と実態との乖離に対する総務省の認識 

（３） 地方法人税の偏在化などの課題を解決するための税制改革に向けた取組 

 

中川康洋君（公明） 

 

（１） 令和７年２月に発生した大船渡市の林野火災を踏まえた政府の取組 

   ア 出火原因の調査状況 

   イ 林野火災の未然防止に向けた今後の具体策 

   ウ 消防飛行艇の必要性と検討状況 

   エ 市街地における空中消火の在り方に対する消防庁の見解 

（２） 自治体での「書かない窓口」等の導入状況とフロントヤード改革の推進に向けた取組 

 

辰巳孝太郎君（共産） 

 

ふるさと納税制度 

ア 制度創設の目的と趣旨 

イ 住民税は「地域社会の会費的性格」を有するという住民税についての説明との整合性 

ウ 高額納税者ほど優遇されていることの確認 

エ 真っ当な指摘をした者が人事上の不利益を受けることに対する大臣の見解 

オ 募集に要する経費を寄附総額の５割以下とした根拠 

 

山川仁君（れ新） 

 

（１） 高校受験日における米軍機の騒音問題 

（２） 米軍軍艦の民間港利用 

（３） 沖縄県における特定利用空港・港湾についての政府の見解 


